
1 自治基本条例とは

北上市自治基本条例

　自治基本条例とは、自治のあり方を定める条例です。まちづくりの基本的な考え方やすすめ方をはじめ、協
働のまちづくりを推進していくためのルールなどの具体的な仕組みについて明らかにしています。つまり、こ
の条例は、市政への市民参加のあり方や協働のあり方など、今後のまちづくりの規範となるものなのです。

　　1）住民自治の視点から考える自治体運営の理念や原則を定義
　　2）住民自治を推進するための制度・仕組みを整備
　　3）自治体の全ての条例や計画の制定、策定にあたり、最高規範として理念を尊重
　　4）市民の権利や、市民、議会及び市の役割や責務などについて規定

市民が主役となり企業や行政が協働するまちづくり

国でやること
例…外交・防衛・全国規模の事業　　

県や市でやること
例…ごみ処理・道路や橋りょう建設・
　　上下水道・教育・福祉等

地域や団体でできること
例…おまつり・花壇整備・交通安全、

防犯活動等→地域づくり活動

家庭、自分でできること
例…住家敷地付近の清掃・道路に伸び
　　た木のせん定等

国のルール
日本国憲法　地方自治法

市のルール
北上市自治基本条例
地域づくり組織条例

地域のルール

自治会の規則

家庭のルール
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自治基本条例はなぜ必要なの

自治基本条例で何が変わるの

自治基本条例の策定経過

　まちづくりに参画したいとする市民の皆さんの意識の高まりを受け、平成18年3月に、市は「北上市まち
づくり協働推進条例」を制定し、理想とする地域社会の構築に取り組んできました。
　市民、企業及び市がそれぞれの責任のもと、連携して対等の立場で協働のまちづくりを進めており、現在
では市民活動団体や地域の自治組織、企業、市が協働し、様々な地域づくり活動や市の計画策定などに取り
組んでいます。
　今後ますます協働のまちづくりを進めていくうえで、これまで明確に位置づけられることのなかった参画
や協働の制度について順次整備していくにあたり、その根本の考え方を明らかにすることが必要だとする声
が高まってきました。

　まちづくりの主体である「市民」、「議会」、「市」の役割を明確にし、まちづくりに関する情報の共有や、参
画と協働のルールについて具体的に定めることで、市民の皆さんがよりそれぞれの地域づくり、そして市全
体のまちづくりへ参加しやすくなります。
　自治基本条例の制定が、市民生活に急激な変化をもたらすことはありませんが、市民の皆さんと市がお互
いに協力することで、市民が主役の住みよいまちの実現に一歩ずつ近づいていくことになるのです。

＜平成23年3月まで＞
平成14年：市民団体による協働推進条例の検討開始
平成16年：北上市による協働推進条例研究会発足
平成18年：まちづくり協働推進条例制定　→自治基本条例は別に制定することで合意
平成22年：市議会による勉強会開催
＜平成23年度＞
●策定方針庁議決定（5月23日）
●自治基本条例検討市民会議（7月13日〜1月11日　9回開催）
　　公募メンバー10人による素案の検討を実施
●自治基本条例検討委員会（7月7日〜3月7日　4回開催）
　　市部長級職員12人、条例案の検討を実施
●地域との意見交換会（10月17日〜10月28日　市内6か所で開催　110人参加）
　　制定趣旨や条例文案について解説と意見交換の実施
●自治基本条例勉強会（12月5日　市民交流プラザで開催　78人参加）
　　市長による自治基本条例策定経緯に関する講話、パネルディスカッションを実施
●地域（16地区）における自治基本条例勉強会（2月7日〜2月29日　※各地区交流センター）
＜平成24年度＞
●自治基本条例フォーラム（4月23日）
●自治基本条例検討委員会
平成24年6月定例議会で可決
平成25年1月施行
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5 自治基本条例の基本となる考え方
自治の原則（第4条）
自治を確立し、まちづくりを推進するために、5つの基本原則を示しています。
北上市のまちづくりは、この5つの原則を基に進められます。

情報共有
の原則

参画と協働
の原則

地域経営
の原則

効果的かつ
効率的な市政運営

の原則

多様性の尊重
の原則

　市民はまちづくりに関する情報を知り、
それを活用することで、自らの生活を豊か
にするとともに、市全体の心豊かな社会の
実現のために行動できます。
　市民、議会、市がそれぞれまちづくりに
関する情報を広報紙やホームページを通し
て共有することで、まちづくりの推進をお
こなうとともに、個人の権利を守るために
個人情報については適切に取り扱います。

　さまざまな公共の課題の解決やまちづく
りをさらに進めるためには、市民が主体的
に市政に関わることが必要です。そのた
め、市は、市政を運営するにあたって、市
民の皆さんの意見や考え、ニーズを反映す
るための多様な機会をつくります。
　また、まちづくりの実践においても、個
人や地域づくり組織、市民活動団体、事業
者などさまざまな市民同士、あるいは市民
と市が協働で解決することで、その効果を
高めていきます。

　今あるそれぞれの地域の魅力を活かし
て、また今ある様々な地域資源（文化・風
土・景観や商業・農業・工業・公共施設等）
を最大限活用することで、市民、議会、市
が協力し、持続可能なまちづくりをおこな
うこと、そしてそれぞれの地域間で、その
魅力や資源の交流・連携を促進し、まちづ
くりの効果をさらに高めていきます。

　人口減少、少子高齢化が進む中、市の運
営はこれまで以上に、より多様なサービス
をより少ない予算で行うことが求められて
います。そのために、市民にとって本当に
必要な事業は何かを市民が参画し検討する
とともに、市民が評価にも参画し、それぞ
れの市政運営が計画通りに進んでいるの
か、改善点はないのかを検証し、市政運営
の効率性、有効性を高めていきます。

　市民等は、年齢や性別、職業、国籍、住
んでいる場所（地区）や活動している場所な
ど、それぞれの違いや共通点を認め合い、
お互いにそれを尊重し、まちづくりに取り
組みます。
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6 自治基本条例に書かれていること
◆目的
　市民、議会、市の役割と責務を明らかにして、自治の確立をおこない、まちづく
りを推進することがこの条例の目的になります。

◆条例の位置づけ
　この条例は、北上市において、もっとも優先されるものです。そのため、北上市
が策定する条例や規則は全てこの条例に沿ったものでなければなりません。

◆各主体の役割と責務
　自治の担い手である、市民、議会、市がそれぞれの役割を果たしながらまちづく
りをすすめます。

自治とは…
　市民が責任をもって市政運営に参画すること
や、この条例で定められている責務や役割にそっ
てまちづくりに参画することをいいます。

　市民は、まちづくりに参画する権利、まちづくりに関する情報を知る権利及び市が提供す
る行政サービスを受ける権利を有します。
　市民は、自治の主体であることを自覚し、自らの発言と行動に責任を持ち、市政運営、ま
ちづくりに参画するよう努めるものとします。
　市民は、諸活動を行うに当たっては、補完の原則を認識するとともに、市の発展及び、環
境の保全に配慮しなければなりません。
　市民は、行政サービスに伴う負担や、その負担への責任を認識し、行動します。

・�議会は、市の意思決定機関です。
・�市政運営の監視や政策立案、政策提言の機能
を果たします。
・�意思決定機関である責任を自覚し、北上市の
将来に向けた指針をもって行動します。
・�市民へわかりやすい議会運営を行い、情報を
提供するとともに、多様性の原則に基づき、広
く市民から意見を求めなければなりません。
・�議員1人1人も常にまちづくりの推進に向け、
自ら研さんに努めるとともに、市政と市民をつ
なぐ役目を果たさなければなりません。

・�市は、議会の議決に基づいたさまざまな事務や
法令事務を責任を持って執行する機能を果たし
ます。
・�市は、公正かつ誠実にまちづくりを推進しなけれ
ばなりません。
・�市長は、将来に向けたまちづくりの方向性を明ら
かにするとともに、その実現にむけた取り組みと
その達成度を市民に説明しなければなりません。
・�職員は、自治の実現に向け、市民の視点に立ち、
公正かつ効率的に職務をおこなうとともに、知
識、能力の向上に努めなければなりません。

まちづくりとは…
　市内のさまざまな公共の課題の解決や、安全
安心で心豊かな市民生活の実現のために行う、
市民活動、地域づくり�、市政運営などの公益的
な活動をいいます。

市 民

議 会 市
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○市政運営の原則（第12条）
・�市は、提供する行政サービスの具体的内容や水準を明らかにし、公平・公正なサービスのもとに、市民生
活の向上に努めます。
・職員や組織の能力が最大限発揮できる環境をつくります。

○情報共有
・�まちづくりを推進するために、市民、議会、市が情報共有に努め
ます。
○情報公開
・�市が保有する情報については、必要なときに公開の請求ができる
ような仕組みを構築します。
○個人情報保護
・�人権を守るために、個人情報の適正な保護を行います。
○市民からの要望
・市民は、市や議会に意見、要望、提案などを行うことができます。
・�意見、要望、提案などを行うときには、自らの役割と責任を認識
し、発言に責任を持たなければなりません。
・�市は、市民からの意見、要望、提案には、誠実に対応し、必要な
場合は、速やかに結果を回答しなければなりません。

○危機管理（第19条）
・�市は関係機関や他自治体との連携を行うとともに、市民、議会、市が明確な役割分担のもと、協力、連携
し、危機管理の体制を構築します。

・住民投票制度は、市民生活に大きな影響を及ぼす重要事項について、住民が直接、意思を示す制度です。
・市長は住民投票を行うことができ、その結果は尊重されます。
・住民投票の詳細は今後、「住民投票条例」制定の必要性を含めて検討していきます。

○総合計画（第13条）
・�総合計画は、北上市の目指すべき姿を示し、その実現
化に向けたまちづくりの基本方針を定めるもので、市
が定める計画の最上位にあるものです。
・�市は計画的な運営をおこなうために総合計画を策定し
ます。
・�総合計画の中に地域計画を位置づけ、地域それぞれの
計画的なまちづくりの実践を支援します。
・市民参画による策定、評価、改善を行います。

市政運営

参画および協働

情 報 共 有

住 民 投 票

市政運営は、自治の原則に則った運営を行います。

　まちづくりを推進するためには、市民、議会、市が情報を共有することが必要になり
ます。また情報化社会の現代においては、基本的な人権の保護など適正な情報の管理
も必要です。

基本計画

地域計画

施策の展開

基本構想

将
来
像

まちづくり目標

実施の方向
将来像
将来像
将来像

実施計画

施策の展開

施策の展開

5



政策形成評価、改善への参画
・�市は、政策をつくるとき、また評価、改善を行うときに積極的に市民の参画を行い、市民の意見が効果的
に反映される仕組みをつくります。
・�評価の際に専門性が必要な場合は、知識経験者を登用し評価を実施するとともに、その過程、結果は市民
の皆様に公表します。

※�参画の推進の詳細は「まちづくり
協働推進条例」やそれに伴う規
則等で今後検討していきます。

市民活動
・�市民活動とは、「社会における様々な課題の解決や安全安心で心豊かな市民生活を実現することを目的とし
て行われる活動」を言います。
・市民は、市民活動に積極的に参加し、市はその活動を推進していきます。
・�市民活動を推進するために、「まちづくり協働推進条例」でより具体的な推進施策を検討、定義していきます。
※現在の市民活動団体の例
　環境保全・自然環境保護、文化・芸術の振興、地域スポーツクラブ、まちづくり推進等

・�市は、条例施行後、この条例が北上市にふさわしいものであり続けているかどうか等を検討します。
・�市は、前項の規定による検討の結果を踏まえ、必要に応じて、この条例及び関連する条例、規則等を改正
します。

協働
・�市民、議会、市は、お互い
に認め合い、相互で情報を
共有、意見交換を行いなが
ら、それぞれの良さを活か
し、協力、連携してまちづく
りに取り組まなければなり
ません。
・�協働をより進めるために、
「まちづくり協働推進条例」
でより具体的な推進施策を
検討、定義していきます。

地域づくり
・�地域づくりとは、「その地域に暮らす市民が、より住みよい地域社会の構築に向け、その地域の課題解決や
魅力づくりを協力して行うこと」をいいます。主に自治会ごとの活動や自治協議会単位での活動が該当し
ます。
・市民は積極的に地域づくり組織に参加し、市はその活動を推進していきます。

地域づくり組織
・�「地域づくり組織」とは、市民が地域の個性を活かし、自主的にまちづくりに取り組むための組織です。現
状の自治協議会を想定しており、地域計画により計画的に地域づくりを行う団体をいいます。
・�市は「（仮称）地域づくり組織条例」をつくり、その役割や位置づけを具体的に示すとともに、地域づくり組
織の安定的な活動の推進に向けた具体的な方法を示します。

参

ま

条

画

ち

例

お

づ

の

よ

く

見

び

り

直

協

の

し

働

推 進

Action
（改善）

Do
（実施）

Plan
（計画）

マネジメント
サイクル
PDCA
の確立

市民参画
•市民ニーズの反映
•施策重点化の方針

市民参画
役割分担
事業手法
の見直し
改善提案

協働の実践
多様な主体が
まちづくりの
担い手となる

「自ら創造し……」
みんなで行動していく

まちづくり
市民参画

市民と共有する成果指標
指標の見直し、評価

Check
（評価）

目
指
す
べ
き

将
来
像
の
実
現
（
目
標
）
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　わたしたちのまち北上市は、西に奥羽山脈、東に北上高地の
山々が連なり、北上川と和賀川が育んだ肥沃な平野にあります。
古くから交通の要衝として栄え、現在も北東北の十字路として経
済、産業活動が活発で、展勝地、夏油等の景勝地や、国見山廃寺
等の遺跡をはじめ、市内には特有の民俗芸能などの文化、生活の
中で培ってきた風土、美しい景観があり、そこに暮らす市民がま
ちの魅力を守り育ててきました。
　また、力強いまちづくりと住民サービスの向上のため、平成の
大合併に先んじて三市町村合併を行うとともに、地方分権時代の
流れに対応し、地域自治推進のための地域計画の導入や市民参加
と協働によるまちづくり推進のための条例制定など、市民自治の
推進に取り組んできました。
　わたしたちには、これからも、社会をとりまく環境の変化や、
それによって生じる様々な課題へ適切に対応しながら、先人から
受け継いだこのまちを、さらにより良いまちにして未来へ引き継
ぐ使命があります。
　この使命を果たし、市民自治を確立し、夢や希望を抱いて暮ら
し続けることのできるまちを構築するため、自治の基本理念や主
権者である市民の権利、まちづくりの主体である市民、議会及び
行政の果たすべき役割と責務を定め、北上市の市民自治の基本と
なる規範として、ここに北上市自治基本条例を制定します。

第１章　総則
（目的）
第１条　この条例は、市民、議会及び市長その他の執行機関のそ
れぞれの役割や責務を明らかにすることにより、市民自治のしく
みを制度として定め、市民自治によるまちづくりを実現し、北上
市の自治の推進及び確立を図ることを目的とする。
（条例の位置付け）
第２条　この条例は、北上市の自治の推進における最高規範であ
り、北上市における条例等の制定改廃に当たっては、この条例を
尊重し、整合を図らなければならない。
（定義）
第３条　この条例において、次の各号に掲げる用語の意義は、当
該各号に定めるところによる。
（1）市民　市内に住む者、市内で働く者及び学ぶ者並びに市内
に事業所を置く事業者及び市内でまちづくり活動をする団体をい
う。
（2）議会　北上市の意思決定機関である北上市議会をいう。
（3）市長等　市長、教育委員会、選挙管理委員会、監査委員、農
業委員会等の行政事務を管理執行する機関をいう。
（4）まちづくり　公共的な課題の解決と安全安心で心豊かな市民
生活の実現を目的とする市民活動、市政運営等の公益的な活動を
いう。
（5）参画　市民が、議会及び市長等の政策の立案から評価に至
る各段階において、主体的に参加し、意思形成に関わることをい
う。
（6）協働　まちづくりに取り組む各主体が、共通の目的意識を
持って、自主性を持つ対等な立場のもとで、それぞれの持つ能力
を持ち寄り、相乗効果を上げながら協力し合うことをいう。
（7）市民自治　市政の運営に当たり、市民自らが参画し、協働
し、まちづくりを主体的に進めることをいう。
（市民自治の基本原則）
第４条　北上市の市民自治は、次に掲げることを原則として推進
するものとする。
（1）市民、議会及び市長等は、互いにまちづくりに関する情報を
共有する。
（2）市長等は、市民の自主的な市政への参画を保障し、協働で公
共的課題の解決に当たる。
（3）市長等は、より効果的かつ効率的に市政を運営するため、市
民の参画により評価に取り組む。
（4）市民、議会及び市長等は、自助、互助、共助、公助の考え方
である補完の原則を認識し、行動する。
（5）市民は、地域の目指すべき将来像に向かって、それぞれの地
域にある固有の魅力、資源を最大限に活用し、他の地域との交流

及び連携を深め、市長等とともに効果的かつ効率的なまちづくり
を行う。
（6）市民及び市長等は、まちづくりに取り組むに当たっては、年
齢、性別、職業、国籍、居住地、活動地域等の特性を互いに尊重
する。
第２章　各主体の役割と責務
第１節　市民
（市民の権利）
第５条　市民は、まちづくりに参画する権利、まちづくりに関す
る情報を知る権利及び市長等が提供する行政サービスを受ける権
利を有する。
（市民の役割と責務）
第６条　市民は、市民自治の主体であることを自覚し、自らの発
言と行動に責任を持ち、積極的に市政運営及びまちづくりに参画
するよう努めるものとする。
第２節　議会
（議会の役割と責務）
第７条　議会は、北上市の意思決定機関であり、市政の監視を行
うほか、積極的に政策立案及び政策提言に努めるものとする。
２　議会は、議決機関としての責任を常に自覚し、市民に対する
説明責任を果たすものとする。
３　議会は、広く市民から意見を求めるよう努めなければならな
い。
４　議会は、市民に議論の過程を明らかにし、市民にわかりやす
い議会運営に努めなければならない。
（議員の責務）
第８条　議員は、直接選挙によって選ばれた者として、自ら研さ
んし、市民福祉の向上のために行動しなければならない。
２　議員は、市政と市民をつなぎ、常に多様な市民の声が議会に
届くよう行動しなければならない。
第３節　市長等及び職員
（市長の役割と責務）
第９条　市長は、北上市を代表し、行政事務を管理執行する機関
等を統轄する。
２　市長は、市民自治によるまちづくりを推進するため、公正か
つ誠実に市政運営に当たるとともに、将来に向けたまちづくりの
方向性を明確に示し、毎年度の市政運営の方針を定め、その達成
状況を市民に説明しなければならない。
（市長等の役割と責務）
第10条　市長等は、公正かつ誠実に、まちづくりを推進しなけれ
ばならない。
２　市長等は、条例、予算その他の議会の議決に基づく事務及び
法令等に基づく事務を、自らの判断と責任において、適切に執行
しなければならない。
（職員の役割と責務）
第11条　職員は、市民自治によるまちづくりの実現に向け、市民
の視点に立ち、市民、議会及び市長等の役割を認識し、公正かつ
誠実に職務を執行するよう努めなければならない。
２　職員は、市民がまちづくりの主体であることを認識し、市民
と信頼し合える関係を構築するよう努めなければならない。
３　職員は、職務に必要な知識、技能等の習得に努めなければな
らない。
第３章　市政運営
第１節　市政運営の基本原則
（市政運営の原則）
第12条　市長等は、提供するサービスの具体的な内容や水準等
についてあらかじめ市民に明らかにし、公平かつ公正で効率的な
サービス提供を図り、市民福祉の向上に努めなければならない。
２　市長等は、市民の持つ知識、技術、資源等を最大限活用でき
る体制を構築し、効果的かつ効率的な市政運営を実現するものと
する。
第２節　計画的な市政運営
（総合計画）
第13条　市長は、北上市の総合的な市政運営の指針となる総合計
画を定めるものとする。
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２　総合計画は、基本構想、基本計画、地域計画及び実施計画と
する。
３　市長は、この条例の理念に基づき、基本構想及びそれに基づ
く基本計画を市民参画によって策定し、計画的な市政運営に努め
なければならない。
４　市長は、地域それぞれが計画的なまちづくりを実践するため
に、地域が策定した計画を総合計画の中に地域計画として位置付
けるものとする。
５　市長は、総合計画を推進するため、実施計画を策定する。
６　市長は、総合計画の進捗状況及び目標達成度を市民にわかり
やすく報告しなければならない。
（行政組織）
第14条　市長等は、行政組織を編成するに当たっては、市民にわ
かりやすく機能的なものとするとともに、社会や経済の情勢に応
じ、かつ、行政組織間の連携が保たれるようにしなければならな
い。
２　市長等は、職員及び組織の能力が最大限に発揮できる職員の
任用、配置及び人材育成に努めるとともに、行政組織間の横断的
な協力体制を構築し、職員及び行政組織がより効果的に活動でき
る環境を整備しなければならない。
（政策評価）
第15条　市長等は、より効果的かつ効率的な市政運営を実現する
ため、施策及び事業の過程、結果等を評価、検証するとともに、
市民にわかりやすく公表しなければならない。
２　市長等は、専門性が必要な政策評価においては、知識経験者
等の人材を活用し、適切に評価を行い、その過程及び結果につい
て市民に公表しなければならない。
（財政運営）
第16条　市長は、総合計画を実現するための財政計画を定め、財
源を効果的かつ効率的に活用することで、自主的、自律的で健全
な財政運営に努めなければならない。
２　市長は、保有する財産の適正な管理及び効果的な活用に努め
なければならない。
３　市長は、財政状況、財産の保有状況等、北上市の経営状況に
関する資料を作成し、市民にわかりやすく公表しなければならな
い。
第３節　信頼及び公正の確保
（行政手続）
第17条　市長等は、行政処分等における公正の確保と透明性の向
上を図り、市民の権利や利益を保護するため、その手続に関する
基本的な事項を定めなければならない。
（審議会等）
第18条　市長等は、審議会等の委員を選任する場合は中立かつ公
正を保つため、特定の個人、団体に偏らない選任に努めなければ
ならない。
２　前項の場合において、法令で資格要件が定められているな
ど、委員の公募が適当でない場合を除き、原則としてその一部を
公募しなければならない。
３　市長等は、審議会等の会議は原則として公開するとともに、
その審議の経過や結果について、市民にわかりやすく公表しなけ
ればならない。
第４節　危機管理
（危機管理）
第19条　市長等は、市民、関係機関及び他の地方自治体との協力
及び連携により、不測の事態に備える総合的かつ機動的な危機管
理体制を確立しなければならない。
２　市長等は、危機管理体制の確立に向け、市民、議会及び市長
等の役割を明確にするとともに、緊急時には迅速に行動できるよ
うにするための体制を市民及び議会と協力して構築しなければな
らない。
第４章　参画及び協働
第１節　情報の共有
（情報の共有）
第20条　議会及び市長等は、市政に関する情報を積極的にわかり
やすく提供し、市民と情報の共有を図らなければならない。
（情報公開）
第21条　議会及び市長等は、市民の知る権利を保障し、公正で開

かれた市政を推進するため、市政に関する情報を適正に公開しな
ければならない。
（個人情報保護）
第22条　議会及び市長等は、個人の権利利益を守るため、個人情
報の保護を厳正に行うとともに、自己に係る個人情報の開示、訂
正等を請求するものの権利に対して適切な措置を講じなければな
らない。
第２節　住民投票
（住民投票）
第23条　市長は、市民生活に大きな影響を及ぼす重要事項につい
て、広く住民の意思を確認するため、住民投票を実施することが
できる。
第３節　参画
（政策形成への参画）
第24条　議会及び市長等は、市民の政策形成への参画を保障する
ため、市民の意見が効果的に反映される仕組みをつくらなければ
ならない。
（市民からの提案等）
第25条　市民は、市長等へ提案、要望、意見を行うことができ
る。
２　市長等は、市民からの提案、要望、意見があった場合は、迅
速かつ誠実に対応するとともに、回答を求められた場合は、速や
かに回答するよう努めなければならない。
（評価、改善等への参画）
第26条　市長等は、市民生活に大きな影響を及ぼす計画の実施段
階及び完了段階において、市民参加による評価を実施し、改善に
努めなければならない。
第４節　協働
（協働の推進）
第27条　市民、議会及び市長等は、各主体が対等の立場で互いの
役割と責務を理解し、互いに尊重し合い、協働してまちづくりに
取り組むものとする。
２　市長等は、政策をより効果的に推進するため、多様な組織が
協働できる体制を構築するものとする。
第５節　市民活動
（市民活動）
第28条　市民は、社会における様々な課題の解決や安全安心な市
民生活を実現することなどを目的とする市民活動に積極的に参加
するよう努めるものとする。
２　市長等は、前項の市民活動を尊重するとともに、積極的に推
進するものとする。
第６節　地域づくり
（地域づくり）
第29条　市民は、自分が暮らす地域において、住みよい地域社会
の構築に向け、地域の課題解決や魅力づくりなどのまちづくり（以
下「地域づくり」という。）に積極的に参加するよう努めるもの
とする。
２　市長等は、地域づくり活動を積極的に推進するものとする。
（地域づくり組織）
第30条　市民は、地域づくり組織に参加して地域づくりに取り組
むよう努めるものとする。
２　市長等は、人材の育成、地域づくりに関する情報、事例、手
法の共有などの地域づくり組織の活動を支援するものとする。
第５章　国、県及び他の地方自治体との関係
（国、岩手県及び他の地方自治体との関係）
第31条　北上市は、国及び岩手県と対等の立場に立ち、自治の発
展のため、協力して適切な関係の構築に努めるものとする。
２　北上市は、共通する地域課題の解決や効果的で効率的な行政
運営のための広域事務処理、大規模災害時の相互応援など、他の
地方自治体と積極的に協力し、連携するものとする。
第６章　条例の見直し
（条例の見直し）
第32条　市民、議会及び市長等は、この条例が北上市の自治の推
進及び確立を図る目的に寄与しているか検証し、必要に応じて見
直しを行うものとする。
　附　則
　この条例は、平成25年１月１日から施行する。
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